
千 葉 市 社 会 福 祉 法 人 等 利 用 者 負 担 軽 減 対 策 事 業 実 施 要 綱  

 

（ 趣 旨 ）  

第 １ 条  こ の 要 綱 は 、「 低 所 得 者 に 対 す る 介 護 保 険 サ ー ビ ス

に 係 る 利 用 者 負 担 額 の 軽 減 制 度 の 実 施 に つ い て 」（ 平 成 １

２ 年 ５ 月 １ 日 付 老 発 第 ４ ７ ４ 号 厚 生 省 老 人 保 健 福 祉 局 長

通 知 ） 別 添 ２ 「 社 会 福 祉 法 人 等 に よ る 生 計 困 難 者 等 に 対 す

る 介 護 保 険 サ ー ビ ス に 係 る 利 用 者 負 担 額 軽 減 制 度 事 業 実

施 要 綱 」 （ 以 下 「 国 要 綱 」 と い う 。 ） に 基 づ き 、 介 護 保 険

法 （ 平 成 ９ 年 法 律 第 １ ２ ３ 号 。 以 下 「 法 」 と い う 。 ） の 規

定 に よ る 居 宅 サ ー ビ ス 、 地 域 密 着 型 サ ー ビ ス 、 介 護 予 防 サ

ー ビ ス 、 地 域 密 着 型 介 護 予 防 サ ー ビ ス 、 施 設 サ ー ビ ス 又 は

特 定 介 護 予 防 ・ 日 常 生 活 支 援 総 合 事 業 を 行 う 社 会 福 祉 法 人

又 は 社 会 福 祉 法 人 以 外 の 事 業 者 （ 以 下 「 社 会 福 祉 法 人 等 」

と い う 。 ） が 、 低 所 得 で 生 計 が 困 難 で あ る 者 及 び 生 活 保 護

法 （ 昭 和 ２ ５ 年 法 律 第 １ ４ ４ 号 ） に よ る 保 護 （ 中 国 残 留 邦

人 等 の 円 滑 な 帰 国 の 促 進 及 び 永 住 帰 国 後 の 自 立 の 支 援 に

関 す る 法 律 （ 平 成 ６ 年 法 律 第 ３ ０ 号 ） 第 １ ４ 条 に 規 定 す る

支 援 給 付 を 含 む 。 ） を 受 け て い る 者 （ 以 下 「 生 活 保 護 受 給

者 」 と い う 。 ） の 利 用 者 負 担 額 を 軽 減 す る 場 合 （ 以 下 「 軽

減 制 度 」 と い う 。 ） の 取 扱 い に 関 し 必 要 な 事 項 を 定 め 、 軽

減 制 度 を 行 っ た 社 会 福 祉 法 人 等 に 対 し 市 が 助 成 を 行 う こ

と に よ り 、 生 計 困 難 者 等 の 経 済 的 負 担 の 軽 減 及 び 介 護 保 険

サ ー ビ ス の 利 用 の 促 進 を 図 る こ と を 目 的 と す る 。  

（ 対 象 者 ）  

第 ２ 条  軽 減 制 度 を 受 け る こ と が で き る 者 （ 以 下 「 対 象 者 」

と い う 。 ） は 、 千 葉 市 を 保 険 者 （ 法 の 規 定 に よ る 介 護 保 険

の 保 険 者 を い う 。 ） と す る 被 保 険 者 で あ り 、 か つ 、 法 第 １

９ 条 の 規 定 に よ る 要 介 護 認 定 又 は 要 支 援 認 定 を 受 け て い

る 者 の う ち 、 そ の 属 す る 世 帯 の す べ て の 世 帯 員 が 、 次 条 に

規 定 す る 申 請 を し た 日 の 属 す る 年 度 （ た だ し 、 ４ 月 １ 日 か



ら ７ 月 末 日 ま で に 申 請 し た 者 に つ い て は 前 年 度 。 以 下 同

じ 。 ） 分 の 地 方 税 法 （ 昭 和 ２ ５ 年 法 律 第 ２ ２ ６ 号 ） に 定 め

る 市 町 村 民 税（ 同 法 の 規 定 に よ る 特 別 区 民 税 を 含 む も の と

し 、同 法 第 ３ ２ ８ 条 の 規 定 に よ っ て 課 す る 所 得 割 を 除 く 。）

が 課 さ れ て い な い 者 又 は 市 町 村 の 条 例 に よ り 当 該 市 町 村

民 税 が 免 除 さ れ た 者（ 当 該 市 町 村 民 税 の 賦 課 期 日 に お い て

同 法 の 施 行 地 に 住 所 を 有 し な い 者 を 除 く 。 ） で あ る 者 （ 以

下 「 世 帯 非 課 税 者 」 と い う 。 ） で あ っ て 、 次 の 各 号 の い ず

れ に も 該 当 す る も の 及 び 生 活 保 護 受 給 者 と す る 。  

（１）その属する世帯のすべての世帯員の次条に規定する申請を

した日の属する年度の前年における収入が、当該世帯に属す

る人数が１人の場合は１５０万円以下、当該世帯に属する人

数が２人以上の場合は１５０万円に１人につき５０万円を加

算した額以下であること。  

（２）その属する世帯のすべての世帯員が所有する預貯金等の額

が、当該世帯に属する人数が１人の場合は３５０万円以下、

当該世帯に属する人数が２人以上の場合は３５０万円に１人

につき１００万円を加算した額以下であること。  

（３）その属する世帯のすべての世帯員が日常生活に供する資産

以外に活用できる資産を所有していないこと。  

（４）負担能力のある親族等に扶養されていないこと。  

（５） 法第１２９条に規定する介護保険料を滞納していないこと。 

（ 軽 減 対 象 の 確 認 申 請 ）  

第 ３ 条  軽 減 制 度 を 受 け よ う と す る 者 は 、 社 会 福 祉 法 人 等 利

用 者 負 担 軽 減 対 象 確 認 申 請 書 （ 様 式 第 １ 号 ） 及 び 社 会 福 祉

法 人 等 利 用 者 負 担 軽 減 対 象 確 認 申 請 に 伴 う 世 帯 票（ 兼 同 意

書 ） （ 様 式 第 １ 号 の ２ ） （ 以 下 「 申 請 書 等 」 と い う 。 ） に

必 要 書 類 を 添 え て 区 長 に 申 請 し な け れ ば な ら な い 。  

２  区 長 は 、 申 請 書 等 を 受 理 し た と き は 、 そ の 内 容 を 確 認 の

上 、 軽 減 制 度 の 適 用 の 可 否 を 決 定 す る と と も に 、 社 会 福 祉

法 人 等 利 用 者 負 担 軽 減 対 象 決 定 通 知 書 （ 様 式 第 ２ 号 ） に よ



り 当 該 申 請 者 に 通 知 す る も の と す る 。  

３  区 長 は 、前 項 の 規 定 に よ り 軽 減 制 度 の 適 用 を 決 定 し た と

き は 、次 条 第 １ 項 に 規 定 す る 軽 減 の 程 度 を 明 記 し た 社 会 福

祉 法 人 等 利 用 者 負 担 軽 減 確 認 証 （ 様 式 第 ３ 号 。 以 下 「 軽 減

確 認 証 」 と い う 。 ） を 交 付 し 、 決 定 を 受 け た 者 （ 以 下 「 軽

減 適 用 者 」 と い う 。 ） の 氏 名 等 を 社 会 福 祉 法 人 等 利 用 者 負

担 軽 減 確 認 証 台 帳 （ 様 式 第 ４ 号 ） に 記 載 す る も の と す る 。 

（ 軽 減 対 象 及 び 軽 減 の 程 度 ）  

第 ４ 条  軽 減 制 度 が 適 用 さ れ る 利 用 者 負 担 額 は 、 次 の 各 号 に

掲 げ る 居 宅 サ ー ビ ス 、 地 域 密 着 型 サ ー ビ ス 、 介 護 予 防 サ ー

ビ ス 、 地 域 密 着 型 介 護 予 防 サ ー ビ ス 又 は 施 設 サ ー ビ ス （ 以

下 「 サ ー ビ ス 」 と い う 。 ） に つ い て の 利 用 者 負 担 額 と し 、

軽 減 の 程 度 は 、 ４ 分 の １ と す る 。   

（ １ ） 訪 問 介 護  

（ ２ ） 通 所 介 護  

（ ３ ） 短 期 入 所 生 活 介 護  

（ ４ ） 定 期 巡 回 ・ 随 時 対 応 型 訪 問 介 護 看 護  

（ ５ ） 夜 間 対 応 型 訪 問 介 護  

（ ６ ） 地 域 密 着 型 通 所 介 護  

（ ７ ） 認 知 症 対 応 型 通 所 介 護  

（ ８ ） 小 規 模 多 機 能 型 居 宅 介 護  

（ ９ ） 地 域 密 着 型 介 護 老 人 福 祉 施 設 入 所 者 生 活 介 護  

（ １ ０ ） 複 合 型 サ ー ビ ス  

（ １ １ ） 介 護 予 防 訪 問 介 護  

（ １ ２ ） 介 護 予 防 通 所 介 護  

（ １ ３ ） 介 護 予 防 短 期 入 所 生 活 介 護  

（ １ ４ ） 介 護 予 防 認 知 症 対 応 型 通 所 介 護  

（ １ ５ ） 介 護 予 防 小 規 模 多 機 能 型 居 宅 介 護  

（ １ ６ ） 介 護 福 祉 施 設 サ ー ビ ス  

（１７ ）第 一号 訪問事 業の うち 介護予 防訪 問介 護に相 当す る事 業

（自己負担割合が保険給付と同様のものに限る。）  



 

（１８ ）第 一号 通所事 業の うち 介護予 防通 所介 護に相 当す る事 業

（自己負担割合が保険給付と同様のものに限る。）  

２  前 項 に 規 定 す る 利 用 者 負 担 額 と は 、次 の 各 号 に 掲 げ る と

お り と し 、 法 に 定 め る 保 険 給 付 の 対 象 と な る サ ー ビ ス を 提

供 し た 日 に 係 る も の と す る 。  

（ １ ） 介 護 費 負 担 （ 法 に 規 定 す る 当 該 サ ー ビ ス に 要 し た 費 用

の 額 か ら 保 険 者 が 負 担 す べ き 額 （ 国 又 は 地 方 公 共 団 体 が

別 に 負 担 す る 額 が あ る 場 合 は 、 こ れ を 加 え て 得 た 額 ） を

控 除 し て 得 た 額 ）  

（２）食費負担（指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運

営に関する基準（平成１１年厚生省令第３７号）、指 定 地 域

密 着 型 サ ー ビ ス の 事 業 の 人 員 、 設 備 及 び 運 営 に 関 す る

基 準 （ 平 成 １ ８ 年 厚 生 労 働 省 令 第 ３ ４ 号 ） 、 指 定 介 護

予 防 サ ー ビ ス 等 の 事 業 の 人 員 、 設 備 及 び 運 営 並 び に 指

定 介 護 予 防 サ ー ビ ス に 係 る 介 護 予 防 の た め の 効 果 的 な

支 援 の 方 法 に 関 す る 基 準 （ 平 成 １ ８ 年 厚 生 労 働 省 令 第

３ ５ 号 ） 、 指 定 地 域 密 着 型 介 護 予 防 サ ー ビ ス の 事 業 の

人 員 、 設 備 及 び 運 営 並 び に 指 定 地 域 密 着 型 介 護 予 防 サ

ー ビ ス に 係 る 介 護 予 防 の た め の 効 果 的 な 支 援 の 方 法 に

関 す る 基 準（ 平 成 １ ８ 年 厚 生 労 働 省 令 第 ３ ６ 号 ）及 び指

定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（平

成１１年厚生省令第３９号）（以下「指定基準」という。）に

規定する食事の提供に要する費用）。ただし短期入所生活介護、

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護福祉施設

サービス又は介護予防短期入所生活介護に係る食費について

は、介護保険制度における特定入所者介護サービス費又は特

定入所者介護予防サービス費が支給されている場合に限る。  

（３）居住費負担（指定基準に規定する滞在に要する費用、居住

に要する費用及び宿泊に要する費用）。ただし短期入所生活介

護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護福祉



施 設 サ ー ビ ス 又 は 介 護 予 防 短 期 入 所 生 活 介 護 に 係 る 居 住 費

（滞在費）については、介護保険制度における特定入所者介

護サービス費又は特定入所者介護予防サービス費が支給され

ている場合に限る。  

３  前 項 各 号 に 掲 げ る 利 用 者 負 担 額 を 第 １ 項 の 規 定 に よ り

軽 減 し た 額 に 、 １ 円 未 満 の 金 額 が 生 じ る 場 合 は 、 当 該 １ 円

未 満 の 額 を 切 り 上 げ た 額 を 軽 減 適 用 者 か ら 徴 収 す る も の

と す る 。  

４  第 １ 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、国 民 年 金 法 等 の 一 部 を 改 正

す る 法 律 （ 昭 和 ６ ０ 年 法 律 第 ３ ４ 号 。 以 下 「 昭 和 ６ ０ 年 国

民 年 金 等 改 正 法 」 と い う 。 ） 附 則 第 ３ ２ 条 第 １ 項 の 規 定 に

よ り な お 従 前 の 例 に よ る も の と さ れ た 昭 和 ６ ０ 年 国 民 年

金 等 改 正 法 第 １ 条 の 規 定 に よ る 改 正 前 の 国 民 年 金 法（ 昭 和

３ ４ 年 法 律 第 １ ４ １ 号 ） に 基 づ く 老 齢 福 祉 年 金 （ そ の 全 額

に つ き 支 給 が 停 止 さ れ て い る も の を 除 く 。 ） の 受 給 権 を 有

す る 者 に 係 る 軽 減 の 程 度 は 、 ２ 分 の １ と す る 。  

５  第 １ 項 及 び 前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 生 活 保 護 受 給 者 に

係 る 軽 減 の 程 度 は 、 全 額 と す る 。  

６  第 ２ 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、介 護 福 祉 施 設 サ ー ビ ス を 利

用 す る 者 の う ち 、 世 帯 非 課 税 者 で あ っ て 、 前 条 第 １ 項 に 規

定 す る 申 請 を し た 日 の 属 す る 年 の 前 年 （ た だ し 、 １ 月 １ 日

か ら ７ 月 末 日 ま で に 申 請 し た 者 に つ い て は 前 々 年 ）中 の 公

的 年 金 等 の 収 入 金 額（ 所 得 税 法（ 昭 和 ４ ０ 年 法 律 第 ３ ３ 号 ）

第 ３ ５ 条 第 ２ 項 第 １ 号 に 規 定 す る 公 的 年 金 等 の 収 入 金 額

を い う 。 ） 及 び 合 計 所 得 金 額 （ 地 方 税 法 （ 昭 和 ２ ５ 年 法 律

第 ２ ２ ６ 号 ）第 ２ ９ ２ 条 第 １ 項 第 １ ３ 号 に 規 定 す る 合 計 所

得 金 額 を い い 、そ の 額 が 零 を 下 回 る 場 合 に は 、零 と す る 。）

の 合 計 額 が ８ ０ 万 円 以 下 の も の に 係 る 利 用 者 負 担 額 は 、食

費 負 担 及 び 居 住 費 負 担 に 限 り 当 該 利 用 者 負 担 額 と す る 。  

７  第 ２ 項 及 び 前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 旧 措 置 入 所 者 （ 介

護 保 険 法 施 行 法 （ 平 成 ９ 年 法 律 第 １ ２ ４ 号 ） 第 １ ３ 条 第 ３



項 の 規 定 に よ る 要 介 護 旧 措 置 入 所 者 を い う 。 ） で あ っ て 、

施 行 法 第 １ ３ 条 第 ３ 項 に 規 定 す る 厚 生 労 働 大 臣 が 定 め る

割 合 が １ ０ ０ 分 の ９ ５ 以 上 の も の に 係 る 利 用 者 負 担 額 は 、

指 定 基 準 に 規 定 す る ユ ニ ッ ト 型 指 定 介 護 老 人 福 祉 施 設 及

び 一 部 ユ ニ ッ ト 型 指 定 介 護 老 人 福 祉 施 設 に 係 る 居 住 費 負

担 に 限 り 当 該 利 用 者 負 担 額 と す る 。  

８  第 ２ 項 、 第 ６ 項 及 び 前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 生 活 保 護

受 給 者 に 係 る 利 用 者 負 担 額 は 、 短 期 入 所 生 活 介 護 、 介 護 予

防 短 期 入 所 生 活 介 護 及 び 介 護 老 人 福 祉 サ ー ビ ス に 係 る 居

住 費 負 担 に 限 り 当 該 利 用 者 負 担 額 と す る 。  

９  法 第 ５ １ 条 に 定 め る 高 額 介 護 サ ー ビ ス 費 の 支 給 及 び 法

第 ６ １ 条 に 定 め る 高 額 介 護 予 防 サ ー ビ ス 費 の 支 給 は 、軽 減

制 度 を 適 用 し た 後 の 介 護 費 負 担 額 に つ い て 算 定 す る も の

と す る 。  

（ 実 施 社 会 福 祉 法 人 等 ）  

第 ５ 条  社 会 福 祉 法 人 等 は 、国 要 綱 に 基 づ く 利 用 者 負 担 額 の

軽 減 制 度 （ 以 下 「 軽 減 制 度 」 と い う 。 ） の 実 施 に つ い て 、

国 要 綱 及 び 社 会 福 祉 法 人 等 に よ る 生 計 困 難 者 に 対 す る 介

護 保 険 サ ー ビ ス に 係 る 利 用 者 負 担 額 軽 減 制 度 事 業 事 務 取

扱 要 領（ 平 成 １ ７ 年 ９ 月 ２ １ 日 付 保 指 第 ５ ５ １ 号 千 葉 県 健

康 福 祉 部 保 険 指 導 課 長 通 知 ） に 基 づ き 申 出 を 行 う 場 合 は 、

社 会 福 祉 法 人 等 に よ る 利 用 者 負 担 額 軽 減 実 施 申 出 書（ 様 式

第 ５ 号 ） を 市 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

２  千 葉 市 内 に 所 在 す る 社 会 福 祉 法 人 以 外 の 事 業 者 が 前 項

の 申 出 を 行 お う と す る 場 合 は 、 申 出 に 際 し て 、 軽 減 制 度 の

実 施 に つ い て の 市 長 の 承 認 を 得 な け れ ば な ら な い 。  

３  第 １ 項 に 定 め る 申 出 を 行 っ た 社 会 福 祉 法 人 等 は 、毎 月 の

状 況 に つ い て 、 様 式 第 ５ 号 別 紙 １ 及 び 別 紙 ２ に よ り 、 市 長

に 報 告 し な け れ ば な ら な い 。  

（ 社 会 福 祉 法 人 等 に よ る 減 免 制 度 の 実 施 ）  

第 ６ 条  前 条 第 １ 項 の 申 出 を し た 社 会 福 祉 法 人 等 は 、利 用 者



が 提 示 す る 、 各 市 区 町 村 長 が 交 付 し た 軽 減 制 度 の 適 用 を 証

す る 確 認 証（ 当 該 利 用 者 が 千 葉 市 の 被 保 険 者 で あ っ た 場 合

は 、 軽 減 確 認 証 ） を 提 示 し た 利 用 者 に 対 し 、 同 証 に 記 載 さ

れ て い る 軽 減 の 程 度 に 基 づ い て 利 用 者 負 担 の 軽 減 を 行 う

も の と す る 。  

２  前 条 第 １ 項 の 申 出 を し た 社 会 福 祉 法 人 等 は 、 原 則 と し て

第 ４ 条 第 １ 項 各 号 に 掲 げ る サ ー ビ ス の う ち 、当 該 社 会 福 祉

法 人 等 に お い て 提 供 す る サ ー ビ ス す べ て に つ い て 、軽 減 制

度 を 実 施 す る も の と す る 。  

（ 軽 減 確 認 証 の 適 用 年 月 日 及 び 有 効 期 限 ）  

第 ７ 条  軽 減 確 認 証 の 適 用 年 月 日 は 、第 ３ 条 に 定 め る 軽 減 対

象 の 確 認 の 申 請 を 行 っ た 日 の 属 す る 月 の 初 日 と し 、有 効 期

限 は 、 翌 年 度 の ７ 月 末 日 と す る 。 た だ し 、 ４ 月 １ 日 か ら ７

月 末 日 ま で に 軽 減 対 象 の 確 認 の 申 請 が 行 わ れ た 場 合 に あ

っ て は 、軽 減 確 認 証 の 有 効 期 限 は 当 該 年 度 の ７ 月 末 日 と す

る 。  

２  新 た に 千 葉 市 の 介 護 保 険 被 保 険 者 資 格 を 取 得 し た こ と

に よ っ て 対 象 者 と な っ た 者 の 申 請 が 、介 護 保 険 被 保 険 者 資

格 取 得 日 の 属 す る 月 に 行 わ れ た 場 合 は 、軽 減 確 認 証 の 適 用

年 月 日 は 、 当 該 介 護 保 険 被 保 険 者 資 格 取 得 日 と す る 。  

３  第 １ 項 に 定 め る 有 効 期 限 前 に 、第 ２ 条 に 定 め る 要 件 を 欠

く に 至 っ た 者 に 係 る 軽 減 確 認 証 の 有 効 期 限 は 、 当 該 要 件 を

欠 く に 至 っ た 日 の 属 す る 月 の 末 日 と す る 。 た だ し 、 千 葉 市

の 介 護 保 険 被 保 険 者 資 格 の 喪 失 に よ り 対 象 者 で な く な っ

た 者 に 係 る 軽 減 確 認 証 は 、 当 該 介 護 保 険 被 保 険 者 資 格 喪 失

日 に そ の 効 力 を 失 う も の と す る 。  

（ 軽 減 確 認 証 の 更 新 ）  

第 ８ 条  前 条 第 １ 項 に 定 め る 有 効 期 限 の 満 了 後 に お い て も

軽 減 措 置 の 適 用 を 受 け よ う と す る 者 は 、有 効 期 限 の 満 了 ま

で に 、有 効 期 限 満 了 後 に つ い て の 軽 減 対 象 の 確 認 の 申 請 を

区 長 に 行 わ な け れ ば な ら な い 。  



２  前 項 の 申 請 に 係 る 手 続 き 並 び に 軽 減 確 認 証 の 適 用 年 月

日 及 び 有 効 期 限 に つ い て は 、 第 ３ 条 、 前 条 第 １ 項 本 文 の 規

定 を 準 用 す る 。 こ の 場 合 に お い て 、 同 項 本 文 中 「 第 ３ 条 に

定 め る 軽 減 対 象 の 確 認 の 申 請 を 行 っ た 日 の 属 す る 月 の 初

日 」 と あ る の は 、 「 ８ 月 １ 日 」 と 読 み 替 え る も の と す る 。 

（ 軽 減 確 認 証 の 記 載 事 項 の 変 更 ）  

第 ９ 条  軽 減 適 用 者 は 、軽 減 確 認 証 の 記 載 事 項 に 変 更 が 生 じ

た と き は 、 社 会 福 祉 法 人 等 利 用 者 負 担 軽 減 確 認 証 記 載 事 項

変 更 届 （ 様 式 第 ６ 号 ） を 区 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。 

（ 軽 減 確 認 証 の 再 交 付 ）  

第 １ ０ 条  区 長 は 、 軽 減 適 用 者 か ら 、 紛 失 等 の 理 由 に よ り 軽

減 確 認 証 の 再 交 付 の 申 出 が あ っ た 場 合 は 、 社 会 福 祉 法 人 等

利 用 者 負 担 軽 減 確 認 証 台 帳 を 確 認 し 、軽 減 確 認 証 を 再 交 付

す る も の と す る 。  

（ 軽 減 適 用 者 の 資 格 の 喪 失 ）  

第 １ １ 条  軽 減 適 用 者 は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 事 由 が 生 じ た と

き は 、 社 会 福 祉 法 人 等 利 用 者 負 担 軽 減 確 認 資 格 喪 失 届 （ 様

式 第 ７ 号 ） を 区 長 に 提 出 し 、 軽 減 確 認 証 を 返 納 し な け れ ば

な ら な い 。  

（ １ ） 第 ２ 条 に 規 定 す る 要 件 を 備 え な く な っ た と き 。  

（ ２ ） そ の 他 事 業 の 利 用 を 必 要 と し な く な っ た と き 。  

（ 社 会 福 祉 法 人 等 へ の 助 成 ）  

第 １ ２ 条  軽 減 措 置 を 実 施 し た 社 会 福 祉 法 人 等 へ の 助 成 に

つ い て は 、 別 に 定 め る 。  

（ 委 任 ）  

第 １ ３ 条  こ の 要 綱 に 定 め る も の の ほ か 、 事 業 の 実 施 に 関 し

必 要 な 事 項 は 、 保 健 福 祉 局 長 が 定 め る 。  

附  則  

（施行期日）  

１  この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。  

（経過措置）  



２  この要綱による改正後の千葉市社会福祉法人等利用者負担軽

減対策事業実施要綱の規定は、平成１８年４月１日以後のサー

ビスの利用に係る利用者負担額について適用し、同日前のサー

ビスの利用に係る利用者負担額については、なお従前の例によ

る。  

（税制改正に伴う特例措置）  

３  介護保険法施行令及び介護保険の国庫負担金の算定等に関す

る政令の一部を改正する政令（平成１８年政令第２８号）附則

第４条第１項各号のいずれかに該当する第１号被保険者（介護

保険法施行令の一部を改正する政令（平成１８年政令第１５４

号）附則第２３条及び第２４条の規定に基づく特定被保険者に

係る高額介護サービス費及び高額介護予防サービス費に関する

特例の対象者を除く。）のうち、次の各号のいずれにも該当する

者については、第２条の規定にかかわらず、平成１８年７月１

日から平成２０年６月３０日までの期間におけるサービス利用

に限り、軽減制度の対象者とする。  

（１）その属する世帯のすべての世帯員の第３条に規定する申請

をした日の属する年度の前年（４月１日から６月末日までに

申請した者については、前々年）における収入が、当該世帯

に属する人数が１人の場合は１９０万円以下、当該世帯に属

する人数が２人以上の場合は１９０万円に１人につき５０万

円を加算した額以下であること。  

（２）その属する世帯のすべての世帯員が所有する預貯金等の額

が、当該世帯に属する人数が１人の場合は３５０万円以下、

当該世帯に属する人数が２人以上の場合は３５０万円に１人

につき１００万円を加算した額以下であること。  

（３）その属する世帯のすべての世帯員が日常生活に供する資産

以外に活用できる資産を所有していないこと。  

（４）負担能力のある親族等に扶養されていないこと。  

（５） 法第１２９条に規定する介護保険料を滞納していないこと。 

４  前項の規定により軽減制度の対象となった者の軽減の程度は、



第４条第１項及び第４項の規定にかかわらず、８分の１とする。 

   附  則  

 この要綱は、平成２０年７月１日から施行する。  

附  則  

 この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。  

   附  則  

（施行期日）  

１  この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２  この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の様式により

調製された用紙は、当分の間、必要な箇所を修正して使用する

ことができる。  

   附  則  

 この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。  

附  則  

（施行期日）  

１  この要綱は、平成２５年８月１日から施行する。  

（生活保護基準改正に伴う特例措置）  

２  平成２５年８月１日施行の生活保護法による保護の基準（昭  

和３８年厚生省告示第１５８号）の改正に伴い生活保護が廃止

された者のうち、次の各号のいずれにも該当する者については、

当分の間、軽減制度の対象者とする。  

（１）生活保護廃止時点において、第３条第２項の規定による軽  

減制度の適用又は法第５１条の３に定める特定入所者介護サ  

ービス費及び法第６１条の３に定める特定入所者介護予防サ  

ービス費の支給により、居住費負担のなかった者であること。 

（２）第２条の規定に該当する者であること。  

３  前項の規定により軽減制度の対象となった者の軽減の程度は、

第４条の規定による。  

４  前項の規定にかかわらず、居住費負担に係る軽減の程度は、

全額とする。  



５  第４条第６項、第７項の規定にかかわらず、居住費負担は、

短期入所生活介護、介護予防短期入所生活介護及び介護老人福

祉サービスに係る個室に限り当該居住費負担とする。  

   附  則  

（施行期日）  

１  この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。  

（生活保護基準改正に伴う特例措置）  

２  平成２７年４月１日施行の生活扶助基準の改正に伴い生活保

護が廃止された者であって、廃止時点において本事業に基づく

軽減又は特定入所者介護（予防）サービス費の支給により居住

費の利用者負担がなかった者のうち、引き続き第２条に該当す

る者については、第４条の規定にかかわらず、軽減の程度を居

住費以外にかかる利用者負担については４分の１（老齢福祉年

金受給者は２分の１）を原則とするとともに、居住費にかかる

利用者負担については全額とすることができる。  

（平成２７年度特例措置）  

平成２７年度においては、自らの財務状況を踏まえて自主的

に事業実施が可能である旨を申し出た社会福祉法人については、

第５条に規定する助成措置を受けることなく本事業を実施する

ことができるものとする。この場合も、助成措置以外の実施方

法は本要綱のとおりとする。  

   附  則  

（施行期日）  

１  この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。  

（平成２８年度特例措置）  

２  平成２８年度においては、自らの財務状況を踏まえて自主的

に事業実施が可能である旨を申し出た社会福祉法人については、

第５条に規定する助成措置を受けることなく本事業を実施する

ことができるものとする。この場合も、助成措置以外の実施方

法は本要綱のとおりとする。  


